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調査研究の目的

社会的受容性醸成の
ための基礎資料

企業経営、政策形成
への活用

インパクト（効用と潜在
リスク）の定量化・金銭
価値化

メーカの市場投入方法
や政府の政策によるイン
パクトの違いに注目

「自動運転を実用化し普及拡大していくことにより、交通事故の低減、
交通渋滞の削減、交通制約者のモビリティの確保、物流・移動サービス
のドライバー不足の改善・コスト低減等の社会的課題の解決に貢献し、
すべての人が質の高い生活を送ることができる社会の実現を目指す」

SIP-adus 第２期 自動運転（システムとサービスの拡張）研究開発計画
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調査研究の全体像

インパクト・アセスメント
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研究項目（★はH30年度実施内容）

③ 道路交通へ与える影響★

ⅰ. 交通制約者及び過疎地等の交通不便地域でのモビリティ確保
ⅱ. 物流・移動サービスのドライバー不足への対応とコスト削減
ⅲ. 自動車の所有と利用、移動に関する消費者の選択構造の変化

ⅰ. 自動車の保有構造等の変化による自動車産業全体への影響
ⅱ. 日本経済の全要素生産性の向上への貢献

④ 交通サービス分野への影響

⑤ 産業・社会分野への影響

① 自動運転とSDGs との関連性の整理★

② 自動運転車の普及シミュレーション★

ⅰ. 交通事故逓減効果の推計
ⅱ. 交通渋滞削減効果及びCO2排出削減効果の推計

⑥ 国際連携体制の構築★

⑦ 有識者検討会の開催★ 4



自動運転とSDGs との関連性の整理

整理の方法に関して検討し、自動運転のインパクトを次の5つの領域から
捉え、169のターゲットと、各領域との関連を整理する予定

1）交通事故削減 2）渋滞削減とCO2排出削減

3）都市構造への影響：駐車スペースの他用途への活用等の土地利
用の変化、都市のコンパクト化或いは外延の拡大など

4）経済・産業への影響：自動車産業の産業組織変化、自動車産
業の投入と最終需要の変化に伴う一国の産業構造の変化、運輸や農
業など幅広い産業分野での生産性の向上、新しいビジネスの創造など

5）生活や教育機会への影響：人々のライフスタイルの変化、交通制
約者の移動手段確保、移動性の向上と移動範囲の拡大による学校な
どの諸施設へのアクセスの改善など

「自動運転とSDGsとの関連性に関する検討会」を2019年4月5日に同
志社大学で開催し、自動運転の社会的インパクト、並びに、それとSDGsと
の関連性について検討予定。
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自動運転車の普及シミュレーション（１）

１）自動運転の普及に影響する諸要因に関して先行研究サーベイ

自動運転車の普及に影響する要因を「技術開発」、「自動運転のコ
スト」といった主に供給側に関連する要因と、「カーシェアリング・ライド
シェアリングの成立条件」、「都市構造」、「トリップ需要」、「消費者の
モード選択」、「自動車の使用年数」といった主に需要側に関連する要
因に分けて内外の先行研究をサーベイ中。

考慮すべき点

•免許非保有者の自動運転車利用（Sivak and Schoettle, 
2015）

• 10歳以上での自動運転車利用（Trommer et al.（2016）に
おけるシミュレーション・シナリオの１つ)

6



自動運転車の普及シミュレーション（２）

２）自動車の廃車と新車の普及に関するシミュレーションモデルのプ
ロトタイプを構築

乗用車（普通＋小型、軽は除く）を対象に、

1. 自動車保有台数は2017年水準で一定

2. 毎年廃車される自動車が新車に代替される

3. SAEレベル４の乗用車が2025年に市場投入され、2040年
には新車販売の90%、2050年には100%を占める（新車
販売に占める比率は2025-2040、2040-2050まで線形的
に増加）

という仮定でシミュレーションを実施した結果、SAEレベル４の乗用
車の乗用車全体に占める割合は、2040年には50%程度、2050
年には80%を超えるとの結果
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自動運転車の普及シミュレーション（３）

前頁の条件の下での暫定的推計結果
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備考：プロトタイプ・モデルによるシミュレーション結果の1つを図示したもの
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道路交通へ与える影響（１）

1) 交通事故逓減効果の推計

• 交通事故逓減効果の推計のロジックを整理。

• この研究では、自動運転車の普及による交通事故低減効
果を金銭価値化する。その際、これまで金銭評価されてこな
かった交通事故回避による「加害者としての心理的負担」の
軽減効果を経済実験の手法を用いて金銭価値化。

• 本年度は、この経済実験に使用するソフトウエアの利用方法
を研究メンバー間で共有。また、研究室実験と併用するweb
実験の手法についても検討。
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2) 交通渋滞削減効果及びCO2排出削減効果の推計

a) 交通渋滞削減効果の推計
• ACCやCACCの渋滞削減効果について国内の論文を中心に
整理を実施。

•国内の論文からは、高速域での乗り心地重視の現行のACC性
能では、必ずしも十分な渋滞緩和効果が認められないことが報
告されている。

•海外の論文でもHoongendoorn et al. (2014, 2017)や
Milakis et al. (2017）の論文から、ACCは交通容量を-
5%～+10%変化させること、CACCは40%以上の普及率で
交通容量を更に増加させることが報告されている。

道路交通へ与える影響（２）
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道路交通へ与える影響（３）

b) CO2排出削減効果の推計（EVのCO2排出係数）
• 2015年のEVのCO2排出係数はガソリン車の半分以下
（59g-CO2/km）だが、電源構成の変化で2010年（47g-
CO2/km）より悪化*1。2030年には、電源構成が低炭素化
され、排出係数は（41g-CO2/km）と改善される見込み。

*1:第2回エネルギー情勢懇談会（平成29年9月、経済産業省資源エネルギー庁）

•石炭火力の多いドイツは
2015年で49g-CO2/km、
原子力が多いフランスでは
5g-CO2/km。EU全体では、
2015年で34g-CO2/km。
石炭火力の抑制により2030
年には23g-CO2/kmに改善
予定。

出所：第2回エネルギー情勢懇談会（平成29年9月、資源エネルギー庁）

図 パワートレーン別CO2排出量
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国際連携体制の構築

•日独連携
•内閣府とドイツ連邦教育研究
省（BMBF）の間での「自動
走行技術の研究開発の推進
に関する日独共同声明」
（Joint Declaration of 
Intent）（2017年1月12
日署名）に基づく

• 「社会経済インパクト評価」分
野について、日独で連携して実
施することとなった
（H31.2.4 内閣府、BMBF
共同プレスリリース参照）

H31.2.4 内閣府、BMBF共同プレスリリース12



有識者検討会の開催

• シミュレーションの手法と結果、シミュレーション結果の含意、社会的受容
性醸成活動への活用方法等を議論予定

• 第１回検討会：3月7日に開催

氏名 所属 専門

糸久 正人 法政大学 社会学部 准教授 技術経営
今井 猛嘉 法政大学大学院 法務研究科 教授 刑法

植原 啓介 慶應義塾大学 環境情報学部 准教授 情報通信

○大口 敬 東京大学 生産技術研究所 次世代モビリティ研究センター センター長、教授 交通制御工学

垣内 秀介 東京大学大学院 法学政治学研究科 教授 民事手続法
紀伊 雅敦 香川大学 創造工学部 教授 都市・交通計画
北村 友人 東京大学大学院 教育学研究科 准教授 教育学

倉地 亮 名古屋大学大学院 情報学研究科附属 組込みシステム研究センター 特任准教授 サイバーセキュリティ

塩見 康博 立命館大学 理工学部環境都市工学科 准教授 交通工学
菅沼 直樹 金沢大学 新学術創成研究機構 未来社会創造研究コア 自動運転ユニット 准教授 ロボット工学
田口 聡志 同志社大学 商学部 教授、技術・企業・国際競争力研究センター ディレクター 行動経済学
☆中村 彰宏 横浜市立大学大学院 国際マネジメント研究科 教授 公共経済
ポンサトーン・ラ
クシンチャラー
ンサク

東京農工大学 機械システム工学科 教授 機械力学制御

三好 博昭 同志社大学 政策学部 教授、技術・企業・国際競争力研究センター長 技術公共政策
森本 章倫 早稲田大学 理工学術院 社会環境工学科 教授 都市計画
山崎 吾郎 大阪大学 COデザインセンター 准教授 文化人類学

自動走行システムの社会的影響に関する検討会 構成員

○は座長、☆はオブザーバー
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